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2018年 7月 30日号 

調査情報部  

今週の見通し 

先週の東京市場は、急落で始まった後反発した。トランプ大統領の利上げけん制発言や日銀の政策修正観測

を背景とした円高を嫌気して、急落して始まったものの、貿易摩擦懸念の後退や米国株高を受けて、戻り歩調と

なった。また、企業の 4－6 月期決算発表も概ね順調なスタートとなり、安心感を誘った。主力大型株に買い戻し

の動きが続いたほか、決算発表に伴う選別物色も強まった。米国市場は、貿易摩擦懸念が後退する中、好調な

企業業績を背景に、堅調な展開となった。NYダウは2月下旪以来の水準を回復したほか、NASDAQは史上最高

値を再び更新した。為替市場でドル円は、トランプ大統領の利上げけん制発言や日銀の政策修正観測を背景に

ドルが売られ、一時 110 円台半ばまで円高が進んだ。ユーロ円は欧州景気の先行き警戒感を映して、1 ユーロ

129円台半ばまでユーロ安が進んだ。 

今週の東京市場は、概ねしっかりの展開となろう。貿易摩擦懸念が燻る中、日米の金融政策会合が注目され

るとみられるが、米国景気の回復や企業業績の好調を背景に、買い優勢の動きとなろう。選別物色が強まる可

能性はあるものの、主力銘柄中心に、割安修正の動きが活発化しよう。米国市場は経済指標や企業業績の好

調を映して、堅調な展開が続こう。為替市場でドル円は、金融政策会合の結果次第ながら、米利上げ観測を背

景に、ドル強含みの展開となり、1 ドル 110 円～113 円のレンジとなろう。ユーロ円は、ECB の利上げに慎重な姿

勢を映して、ユーロ弱含みとなり、1ユーロ 130円割れ水準でもみ合いとなろう。 

今週、国内では 31日(火)に 7月の消費動向調査、6月の労働力調査、鉱工業生産、住宅着工が発表されるほ

か、30日(月)、31日に日銀金融政策決定会合が開かれ、日銀展望レポートが公表される。一方、海外では 31日

に 7 月の中国 PMI、米消費者景気信頼感、8月 1日(水)に 7 月の米 ISM 製造業景況指数、3日(金)に 7 月の米

雇用統計、6月の貿易収支が発表されるほか、31日、1日に FOMCが開かれる。 

テクニカル面で今週、日経平均は 75日線をサポートに切り返し、日足一目均衡表では再び抵抗帯の雲の上に

顔を出した。遅行スパンも日々線を上回り、いわゆる三役好転が実現した。下値は 75日線(22401円：27日現在)

に加え、25日線＇22297円：同（や 200日線(22304円：同)が強力な下値サポートとなろう。また、日足一目均衡表

の抵抗帯下限(22284 円：同)も下値支持となろう。一方、戻りめどは 7 月 18 日高値(22949 円)や 6 月 12 日高値

(23011 円)、5 月 21 日高値(23050 円)となるが、これらを抜ければ、2 月 5 日に空けた窓(23122 円)を埋め、1 月

23日高値(24129円)を目指す動きとなろう。(大谷 正之) 
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各種指数の推移 ＇Bloombergデータより証券ジャパン調査情報部が作成（ 
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☆3月期決算で中間配当実施予定の主な高配当利回り銘柄群 

東証 1 部上場銘柄で今期予想配当利回りが 2.5％以上の銘柄は、全体の 23.4％に相当する 492 銘柄に達し

ており、3％以上の銘柄も 252銘柄存在している。下表には、中間配当実施予定の 3月期決算企業で、今期予想

配当利回りが 2.5％以上の銘柄を選別した。業績堅調な銘柄も多く、中期スタンスで注目したい。 ＇野坂 晃一（ 

 

投資のヒント 
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花王＇4452･東 1（ 

第 2 四半期累計期間＇1－6 月（は厳しい環境下にもか

かわらず、営業利益が前年同期比 3.9％増の 908 億円と

中間期としては売上高とともに過去最高となった。化粧品

事業の営業利益が前年同期比で 75 億円の増加と大幅

に改善したことが大きかった。高価格帯製品の育成はこ

れからだが、グローバル戦略ブランドとして選定した「Ｇ１

１」がアジアを中心に 2 桁の売上成長となった他、構造改

革効果が出始めたようだ。また、ヒューマンヘルスケア事

業は紙おむつ「メリーズ」が中国で昨年の初期出荷の影

響で減収となったものの、生理用品「ロリエ」の伸びや飲

料「ヘルシア」の構造改革効果などで堅調だった。一方、

スキンケア・ヘアケア事業は「ビオレ」の好調で国内は良

かったものの、欧米での競争激化から減益だった。通期

の営業利益は 2150 億円＇前年比 5％増（と計画を据え置

いた。中国、インドネシアを中心としたアジアの成長を取

り込んでいく他、成長事業の好調持続も見込まれること、

課題事業の構造改革効果などで目標達成を目指す。配

当は 10円増配の 120円と 29期連続の増配となる計画。

＇増田 克実（ 

 

クボタ＇6326･東 1（ 

18年 12月期第 1四半期(1－3月)業績は売上高が前

年同期比 5.9％増の 4286.2億円、営業利益が同 9.0％増

の 438.9億円。主力の機械部門は、国内が自販機事業か

らの撤退の影響があったものの、農業機械、エンジン、建

設機械が伸びたことで増収。海外では、アジアでタイやイ

ンドでのトラクタが好調だったものの、中国の補助金予算

の発表の遅れが響いた。一方、北米や欧州で建設機械

が好調で、海外全体では増収。セグメント利益も国内外

での増収に加え、対ユーロでの円安が寄与し、増益とな

った。水・環境部門では、国内のダクタイル鉄管が低調だ

ったものの、海外では中東向けが大きく伸びたほか、ポ

ンプが内外で好調だったことから増収となった。しかし、

売上構成の悪化で減益となった。通期業績は売上高 1兆

8200億円(前期比 3.9％増)、営業利益 2130億円(同 6.5％

増)を計画。原材料価格の上昇や人件費などの増加を織

り込んでいる。農業の人手不足解消に向け、GPSを利用

して無人で耕作作業が可能な自動運転農機「アグリロボトラクタ」を投入、有人機との協調作業も可能で、農業の

一層の効率化を実現していく。決算発表は 8月 2日予定。＇大谷 正之（ 

今週の参考銘柄 



 

 

 
- 5 - 

ミネベアミツミ＇6479･東 1（ 

前期業績は売上高が前年比 37.6％増の 8791.3億円、

営業利益が同 61.5％増の 791.6億円。機械加工品事業

は主力のボールベアリングが自動車向けの省エネ・安全

装置用に加え、ファンモーター向けの需要が拡大したほ

か、民間航空機用ロッドエンドベアリングも中小型機市場

の回復を受け増加。また、電子機器事業ではスマホ向け

液晶バックライトが堅調を維持したほか、ステッピングモ

ーターをはじめとするモーターも自動車向けやOA機器向

けに好調。ミツミ事業はスマホ向けのカメラ用アクチュエ

ーターやゲーム機器等の機構部品のほか、スイッチやア

ンテナ、コネクタなどすべての製品が好調で、収益拡大に

貢献。続く今期は IFRS基準に移行するため、前期対比

はできないが、売上高 9400億円、営業利益 830億円、当

期利益 650億円を見込む。なお、為替前提は 1 ドル 105

円、1ユーロ 130円。機械加工品事業では主力のボール

ベアリングの世界的な需要増加に合わせて増産体制を

整え、自動車業界や情報通信機器関連業界などへの積極的な拡販を進める。電子機器事業では、液晶バックラ

イトはハイエンドスマホ向け高付加価値品の供給を継続するとともに、拡大が見込まれる自動車向け製品の売り

上げ増加を目指す。ミツミ事業ではカメラ用アクチュエーターやスイッチ等のスマホ向け製品の拡販を目指す。ま

た、ゲーム機器も生産性向上により、業績拡大を図る考え。決算発表は 8月 3日予定。＇大谷 正之（ 

 

 

日本電産＇6594（ 

第 1四半期の営業利益は前年同期比 20％増の 466.4億円と四半期ベースでの過去最高を更新。注力する車

載と家電・商業・産業用の利益率が大きく改善した。通期の営業利益見通しは 1950億円と期初から 50億円上方

修正。前提為替レートは 1 ドル 100円、1ユーロ 125円と据え置いた。なお、自動車の電動化、ロボット市場の拡

大、家電製品の技術革新などにより、今後モータが産業のコメになるとみられているが、同社は車載、減速機、

家電用モータなどの注力事業を中心に 3年間で総額 5000億円を投じて旺盛な需要に対応すべく生産能力を大

幅に増強する他、Ｍ＆Ａも積極的に行い、新たな成長を目指す方針。車載で注力する分野は、中国で大型専用

工場を建設中のＥＶ・ＰＨＥＶ用トラクションモータ、全世界で増産対応していく計画の電動パワステ用及び次世代

のブレーキモータの 3分野。 

 

ＬＩＮＥ(3938) 

第 2四半期＇4－6月（の営業利益は 90.75億円と第 1四半期に比べ大幅に増加したが、一時利益＇ＬＩＮＥモバ

イルが連結から持分法適用関連会社に変更したのに伴うその他の営業収益を 95億円計上（を除くと 4億円の営

業損失。ただ、第 1四半期決算時に会社側が示唆していた広告営業の人件費増加、事業拡大に向けた費用増

などが主因で、ネガティブとはみていない。 

 

今週の参考銘柄 
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信越化学＇4063（ 

第 1四半期の営業利益は前年同期比 28.7％増の 954億円。需給の改善により塩ビ樹脂のマージン拡大が進

んだ塩ビ・化成品事業、半導体市場の好調による高水準な出荷と値上げ効果の半導体シリコン事業が業績拡大

の牽引役となった。通期の営業利益見通しは前年比 6.9％増の 3600億円。コンセンサスを下回る計画だが、過

去と同様に保守的とみられる。年間配当は180円と前期から40円の増配計画。なお、米国子会社であるシンテッ

ク社は 14.9億ドルを投じて塩ビ樹脂の新工場建設を行う計画。 

 

アドバンテスト＇6857（ 

第 1四半期の営業利益は 158.2億円＇営業利益率 22.3％（とＱＵＩＣＫコンセンサス＇110億円強（を大きく上回っ

た。ＮＡＮＤフラッシュの３Ｄ化、サーバー用ＤＲＡＭなどの需要増が寄与した他、高性能化や販売台数の回復な

どによるスマホ向けも堅調だった。受注高は 706億円と前倒し受注があった前期第 4四半期に比べては減尐した

ものの、2005年第 3四半期以来の高水準だった。通期計画は据え置いた。 

 

オイシックス・ラ・大地＇3182（ 

ミールキットの販売好調などを背景に着実な成長が見込まれる。期末会員数の前提数字などが保守的に見え、

業績上振れ期待も。また、昨年 10月に経営統合を行った「大地を守る会」や今年 2月にＮTT ドコモから取得した

「らでぃっしゅぼーや」との早期のシナジー効果の創出が見込まれる。 

＇増田 克実（ 

今週の参考銘柄 
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＜国内スケジュール＞ 

７月３０日＇月（ 

日銀金融政策決定会合＇３１日まで（ 

６月商業動態統計＇８：５０、経産省（ 

７月３１日＇火（  

日銀金融政策決定会合最終日、黒田日銀総裁会見＇１５：３０（ 

日銀展望レポート 

６月有効求人倍率・労働力調査＇８：３０、厚労・総務省（ 

６月鉱工業生産・出荷・在庫＇８：５０、経産省（ 

６月住宅着工・建設受注＇１４：００、国交省（ 

７月消費動向調査＇１４：００、内閣府（ 

８月１日＇水（ 

７月新車販売＇１４：００、自販連（ 

日本円金利指標に関する検討委第１回会合＇１６：００、日銀（ 

政府が皇位継承式典事務局を設置 

８月２日＇木（ 

上場  システムサポート<4396>マザーズ、イボキン<5699>ジャスダック 

８月３日＇金（ 

６月１４・１５日の日銀金融政策決定会合議事要旨＇８：５０（ 

４～６月期のＧＰＩＦ運用実績 

８月５日＇日（ 

第１００回全国高校野球選手権＇２１日まで（ 
 

＜国内決算＞ 

７月３０日＇月（ 
11:00～  【1Q】大東建託<1878> 

【2Q】ヒューリック<3003> 
12:00～  【2Q】コクヨ<7984> 
13:00～  【1Q】積水化<4204>、塩野義<4507>、三菱電<6503> 
14:00～  【1Q】日軽金ＨＤ<5703>、東海理化<6995>、山九<9065> 
15:00～  【1Q】九電工<1959>、日本Ｍ＆Ａ<2127>、ＳＭＳ<2175>、ぐるなび<2440>、ハウス食Ｇ<2810>、 

大陽日酸<4091>、ダスキン<4665>、ファンケル<4921>、冶金工<5480>、大阪チタ<5726>、 
横河ブＨＤ<5911>、アンリツ<6754>、ＴＤＫ<6762>、オリックス<8591>、大和証Ｇ<8601>、大京<8840>、 
カプコン<9697>、ＳＣＳＫ<9719>、王将フード<9936> 
【2Q】ポーラオルＨＤ<4927>、日電硝<5214>、シマノ<7309> 

16:00～  【1Q】田辺三菱<4508>、ＯＬＣ<4661>、マンダム<4917>、特殊陶<5334>、菱製鋼<5632>、 
新明和<7224>、三井住友<8316>、東洋証<8614>、ゼンリン<9474>、東電力ＨＤ<9501> 

７月３１日＇火（  
11:00～  【1Q】ＮＥＳＩＣ<1973>、富士紡ＨＤ<3104>、積化成<4228>、日金属<5491>、三和ＨＤ<5929>、豊田織<6201>、

デンソー<6902>、川重<7012>、川崎船<9107>、メイテック<9744> 
12:00～  【1Q】東洋水産<2875>、ゼオン<4205>、郵船<9101>、商船三井<9104> 
13:00～  【1Q】住友林<1911>、関電工<1942>、東芝プラ<1983>、トクヤマ<4043>、三菱ケミＨＤ<4188>、 

第一三共<4568>、中国塗<4617>、大和工<5444>、ＬＩＸＩＬＧ<5938>、ジェイテクト<6473>、アイシン<7259>、
ニフコ<7988>、エネクス<8133>、日通<9062>、三菱倉<9301>、四国電<9507> 

14:00～  【1Q】味の素<2802>、トヨタ紡織<3116>、ワコールＨＤ<3591>、キョーリンＨＤ<4569>、 
豊田合<7282>、兼松エレク<8096>、ダイビル<8806>、東武<9001>、南海電<9044> 
【2Q】東亜合成<4045> 

15:00～  テクノプロＨＤ<6028> 

タイムテーブルと決算予定＇予定は変更になる場合があります（ 
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【1Q】日本電設<1950>、日ハム<2282>、宝ＨＬＤ<2531>、エディオン<2730>、セリア<2782>、ニチレイ<2871>、
ココカラファイン<3098>、ミツコシイセタン<3099>、住友化<4005>、宇部興<4208>、武田<4502>、 
みらかＨＤ<4544>、フジＨＤ<4676>、コーセー<4922>、タカラバイオ<4974>、ＴＯＴＯ<5332>、ＪＦＥ<5411>、
住友電<5802>、フジクラ<5803>、オークマ<6103>、牧野フライス<6135>、島精機<6222>、 
住友重<6302>、タダノ<6395>、ＣＫＤ<6407>、明電舎<6508>、マキタ<6586>、ＮＥＣ<6701>、 
ソニー<6758>、マクセルＨＤ<6810>、ウシオ電<6925>、ローム<6963>、京セラ<6971>、村田製<6981>、
ホンダ<7267>、ＦＣＣ<7296>、ＴＳテック<7313>、ノジマ<7419>、カッパ・クリエ<7421>、メディパル<7459>、 
トプコン<7732>、パラベッド<7817>、フラベッド<7840>、ニチハ<7943>、Ｈ２Ｏリテイル<8242>、ＳＢＩ<8473>、
京成<9009>、ＪＲ西日本<9021>、西武ＨＤ<9024>、ヤマトＨＤ<9064>、丸和運機<9090>、ＪＡＬ<9201>、
ＡＮＡ<9202>、中部電<9502>、中国電<9504>、北海電<9509>、沖縄電<9511>、大阪ガス<9532>、 
トランスコスモス<9715>、コナミＨＤ<9766>、オートバックス<9832>、ベルーナ<9997> 
【2Q】カゴメ<2811>、協和キリン<4151>、小林製薬<4967>、ＡＧＣ<5201>、ロイヤルＨＤ<8179>、 
東競馬<9672> 

16:00～  【1Q】セ硝子<4044>、日化薬<4272>、扶桑化学<4368>、ＥＩＺＯ<6737>、日東電工<6988>、 
エクセディ<7278>、アズワン<7476>、スクリン<7735>、任天堂<7974>、豊田通商<8015>、サンリオ<8136>、
りそなＨＤ<8308>、みずほＦＧ<8411>、池田泉州<8714>、テレ朝ＨＤ<9409>、九州電<9508>、 
Ｊパワー<9513> 
【2Q】ナブテスコ<6268> 
【3Q】ＦＰＧ<7148> 

17:00～  【1Q】パナソニック<6752> 
時間未定 【1Q】グリコ<2206>、スタートトゥ<3092>、住友理工<5191>、ＮＴＮ<6472>、日住物産<9810> 

８月１日＇水（ 

11:00～  【1Q】帝人<3401> 
12:00～  【1Q】双日<2768>、エーザイ<4523>、小野薬<4528>、大正薬ＨＤ<4581> 
13:00～  【1Q】王子ＨＤ<3861>、東ソー<4042>、科研薬<4521>、ＣＴＣ<4739> 
14:00～  【1Q】ＡＬＳＯＫ<2331>、日油<4403>、三洋化成<4471>、ＩＤＥＣ<6652>、京王<9008> 
15:00～  【1Q】寿スピリッツ<2222>、ＴＩＳ<3626>、参天薬<4536>、コニカミノルタ<4902>、ＵＡＣＪ<5741>、 

古河電<5801>、日精工<6471>、イーグル工<6486>、日本光電<6849>、カシオ<6952>、ＮＯＫ<7240>、 
マツダ<7261>、ヤマハ<7951>、ユニシス<8056>、デサント<8114>、東邦ＨＤ<8129>、アプラスＦ<8589>、 
京急<9006>、富士急<9010>、阪急阪神<9042>、ＫＤＤＩ<9433> 
【2Q】ＪＴ<2914>、三井海洋<6269> 
【3Q】ノエビアＨＤ<4928> 

16:00～  【1Q】ミライトＨＤ<1417>、洋缶ＨＤ<5901>、キーエンス<6861>、スカパーＪ<9412> 

８月２日＇木（ 
11:00～  【1Q】キッコーマン<2801> 
13:00～  【1Q】旫化成<3407>、レンゴー<3941>、三井化学<4183>、三井物<8031>、日立キャピ<8586> 
14:00～  【1Q】伊ハム米久<2296>、日新製鋼<5413>、丸紅<8002>、三菱商<8058>、相鉄ＨＤ<9003> 
15:00～  グリー<3632> 

【1Q】ＮＳＳＯＬ<2327>、あらた<2733>、日東紡<3110>、いい生活<3796>、日触媒<4114>、ダイセル<4202>、
ツムラ<4540>、新日鉄住<5401>、イリソ電子<6908>、スズキ<7269>、ＴＢＳＨＤ<9401>、ＮＴＴドコモ<9437> 
【2Q】山パン<2212>、アサヒ<2502>、クボタ<6326>、ＪＩＡ<7172>、東建物<8804> 

16:00～  【1Q】東急不ＨＤ<3289>、イビデン<4062>、セガサミーＨＤ<6460>、西鉄<9031> 
時間未定 【1Q】カカクコム<2371> 

８月３日＇金（ 
8:00～  【1Q】太陽ＨＤ<4626> 
9:00～  【1Q】西松建<1820> 

11:00～  【1Q】極洋<1301>、ダイワボＨＤ<3107>、ＨＯＹＡ<7741> 
12:00～  【1Q】兼松<8020> 
13:00～  【1Q】日水<1332>、ＡＤＥＫＡ<4401>、三菱重<7011>、三菱ロジス<7105>、トヨタ<7203>、伊藤忠<8001>、

住友商<8053> 
【2Q】トラスコ中山<9830> 

14:00～  【1Q】菱ガス化<4182>、持田薬<4534> 
15:00～  【1Q】コムシスＨＤ<1721>、協和エクシオ<1951>、日清オイリオ<2602>、アルフレッサＨＤ<2784>、 

アリアケ<2815>、グンゼ<3002>、日産化<4021>、日曹達<4041>、リンナイ<5947>、サトーＨＤ<6287>、 
ミネベアミツミ<6479>、ホシデン<6804>、アズビル<6845>、シスメックス<6869>、ニチコン<6996>、 
全国保証<7164>、めぶきＦＧ<7167>、コンコルディア<7186>、いすゞ<7202>、武蔵精密<7220>、 
日信工業<7230>、ゴルドウイン<8111>、三菱Ｕリース<8593>、三井不<8801>、菱地所<8802>、 
カチタス<8919>、ＮＴＴ都市<8933>、ＮＴＴデータ<9613> 

タイムテーブルと決算予定＇予定は変更になる場合があります（ 
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【2Q】アウトソシング<2427>、サッポロＨＤ<2501>、ライオン<4912>、堀場製<6856>、 
アシックス<7936>、船井総ＨＤ<9757> 

16:00～  【1Q】ゼリア新薬<4559>、オカモト<5122>、ヒロセ電<6806>、長瀬産<8012> 
【3Q】ＡＳＢ機械<6284> 

時間未定 【1Q】ケーヒン<7251>、ウッドワン<7898> 
【2Q】ＴＡＴＥＲＵ<1435> 
 

＜海外スケジュール・現地時間＞ 

７月３０日＇月（ 

欧  ７月ユーロ圏景況感指数 

独  ７月消費者物価 

休場  タイ＇国王誕生日（ 

７月３１日＇火（  

ＦＯＭＣ＇８月１日まで（ 

中  ７月製造業ＰＭＩ 

独  ７月雇用統計 

欧  ４～６月期ユーロ圏ＧＤＰ 

欧  ７月ユーロ圏消費者物価 

欧  ６月ユーロ圏失業率 

米  ６月個人消費支出 

米  ４～６月期雇用コスト 

米  ５月Ｓ＆Ｐケース・シラー住宅価格 

米  ７月シカゴ景況指数 

米  ７月消費者景気信頼感指数 

８月１日＇水（ 

中  ７月財新・製造業ＰＭＩ 

米  ７月ＡＤＰ全米雇用報告 

米  ６月建設支出 

米  ７月ＩＳＭ製造業景況指数 

米  ７月新車販売 

休場  スイス＇建国記念日（ 

８月２日＇木（ 

米  ６月製造業受注 

８月３日＇金（ 

欧  ６月ユーロ圏小売売上高 

米  ７月雇用統計 

米  ６月貿易収支 

米  ７月ＩＳＭ非製造業景況指数 

 

＜海外決算・現地時間＞ 

７月３０日＇月（ 

キャタピラー、イルミナ、IDTI 

７月３１日＇火（  

ファイザー、アーコニック、Ｐ＆Ｇ、アカマイ、アップル、デボン 

８月１日＇水（ 

スクエア、テスラ、ファイア・アイ 

８月２日＇木（ 

コグニザント、ダウ・デュポン、ハンティントン、アクティビジョン、シェイク・シャック 

＇東 瑞輝（ 

タイムテーブルと決算予定＇予定は変更になる場合があります（ 
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投資にあたっての注意事項 

●手数料について 

○国内金融商品取引所上場株式の委託取引を行う場合、一取引につき対面取引では約定代金に対して最大

1.2420％（税込）（但し、最低 2,700 円（税込））の委託手数料をご負担いただきます。また、インターネッ

ト取引では、「約定毎手数料コース」においては、1取引の約定代金が 100万円以下の場合は１取引につき 540

円（税込）、1取引の約定代金が 100万円超の場合は 1取引につき 1,080円（税込）の委託手数料をご負担い

ただきます。「1 日定額コース」においては、1 日の約定代金 300万円ごとに 1,620円（税込）の委託手数料

をご負担いただきます。 

募集等により取得する場合は購入対価のみをお支払いただきます。 

※1日定額コースは、取引回数（注 1）が 30回以上の場合、現行の手数料に加えて 21,600円（税込）の追加

手数料を加算させていただきます。（注 2） 

 注 1取引回数＝約定に至った注文の数 

 注 2複数市場へのご注文は市場ごとに 1回の注文となります。 

○外国金融商品取引所上場株式の外国取引を行う場合、売買金額（現地約定代金に買いの場合は現地諸費用を

加え、売りの場合は現地諸費用を差し引いた額）に対して最大 1.2960％（税込）の取次手数料をご負担いた

だきます。 

○非上場債券（国債、地方債、政府保証債、社債）を当社が相手方となりお買付けいただく場合は購入対価の

みをお支払いいただきます。 

○投資信託の場合は銘柄ごとに設定された販売手数料及び信託報酬等諸経費等をご負担いただきます。 

○外貨建て商品の場合、円貨と外貨の交換、または異なる外貨間の交換については、為替市場の動向に応じて

当社が決定した為替レートによります。 

●リスクについて 

○株式は、株価変動による元本の損失を生じるおそれがあります。また、信用取引を行う場合は、対面取引に

おいては建玉金額の 30％以上かつ 100 万円以上、インターネット取引においては建玉金額の 30％以上かつ

30万円以上の委託保証金の差し入れが必要です。信用取引は、少額の委託保証金で多額の取引を行うことが

できることから、損失の額が多額となり差し入れた委託保証金の額を上回るおそれがあります。外国株式の

場合、為替相場によっても元本の損失を生じるおそれがあります。 

○債券は、金利水準の変動等により価格が上下することから、元本の損失を生じるおそれがあります。 

外国債券は、金利水準に加えて、為替相場の変動により元本の損失を生じるおそれがあります。 

○投資信託は、銘柄により異なるリスクが存在しており、各銘柄の組入有価証券の価格の変動により元本の損

失を生じるおそれがあります。各銘柄のリスクにつきましては目論見書等をよくお読み下さい。 

●お取引にあたっては、開設された口座や商品ごとに手数料等やリスクは異なりますので、上場有価証券等書

面、契約締結前交付書面、目論見書、お客様向け資料等をよくお読み下さい。これら目論見書等、資料のご

請求は各店の窓口までお申出下さい。 

●銘柄の選択、投資に関する最終決定はご自身の判断でお願いいたします。 

●本資料は信頼できると思われる情報に基づいて作成したものですが、その正確性、完全性を保証したもので

はありません。本資料に示された意見や予測は、資料作成時点での当社の見通しであり今後予告なしに当社

の判断で随時変更することがあります。また、本資料のコンテンツ及び体裁等も当社の判断で随時変更する

ことがあります。 

2018 年 7 月 27 日現在、金融商品取引所の信用取引の禁止措置等の規制銘柄は当レポートより除外しており

ます。今後、金融商品取引所等により新たな規制が行われる可能性があります。 

●当社の概要 

商号等：株式会社証券ジャパン 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第 170号 

加入協会：日本証券業協会 

 

 コンプライアンス推進部審査済 2018年 7月 27日 


